
淀川広域避難タイムラインについて 高槻市氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

様式

淀川広域避難に関する市民周知や訓練の実施取組内容

淀川広域避難リーフレット

市広報誌 特集記事

J:COM広報番組

市ホームページ

全戸配布

全戸配布

その他、市民出前講座等にて周知啓発を実施

地域防災訓練チラシ

【訓練想定 淀川の氾濫】
○市民の広域避難
○道路啓開、架空線復旧
○救護所開設、避難所運営訓練
○情報収集伝達訓練
○水防訓練
○救助訓練
○総合救助訓練

水防訓練

市民の広域避難訓練救助訓練（自衛隊）

総合救助訓練
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水害・土砂災害ハザードマップの更新 茨木市被害対象を減少させるための対策

様式

水害・土砂災害ハザードマップの水害・土砂災害リスク等を最新の情報に更新取組内容

●経緯

●効果

●内容

安威川ダムの供用開始に伴い、大阪府により洪水浸水想定区域図が更新されたことを踏まえ、水害・土砂災害ハ
ザードマップを更新し、市民への配布等を行い、最新の水害・土砂災害リスク等について周知を行った。

時期 実施内容

５月～10月

水害・土砂災害ハザードマップの更新作業

【主な更新内容】
① 安威川の氾濫による浸水リスクの更新
② 土砂災害警戒区域の更新
③ 避難情報発令対象地域の見直し
④ 市ホームページ掲載用のデータの作成

…電子書籍データ、小学校区版データ、外国語版データ

11月
更新した水害・土砂災害ハザードマップの配布及び広報
…当課窓口及び市内５図書館で配布※全戸配布なし

11月～２月 最新の水害リスクに基づく想定避難者数の算定

・ハザードマップ更新後、窓口等での配布数やホームページへのアクセス数が増加した。
・電子書籍を導入したことにより、ホームページ上でのハザードマップへのアクセシビリティが向上した。

▶
電
子
書
籍
版
は

こ
ち
ら
か
ら



ハザードマップを活用した防災教育の実施 茨木市被害対象を減少させるための対策

様式

小学４年生を対象に、水害・土砂災害ハザードマップを活用した防災教育を実施取組内容

●経緯

●効果

●内容

地域防災の主体を担う人材を育成するため、令和４年度は１校、令和５年度は４校のモデル校で実施したハザー
ドマップを活用した防災教育を、全小学校で実施した。

時期 実施内容

６月
全小学校に「ハザードマップを活用した防災教育の手引書」を
配付

７月
手引書をもとにハザードマップの活用方法などに関する研修会を
全小学校の４年生担当教員向けにオンラインで実施

８月 全小学校に４年生の人数分のハザードマップを配付

９月～11月
各小学校の４年生の社会科授業でハザードマップを活用した
授業を実施

11月～12月 全小学校の４年生担任を対象にアンケートを実施・集計

実施後のアンケートでは、多くの小学校が学習効果を感じていると回答。
ハザードマップを見て自分の住んでいる地域の危険な場所を知ったことで、防災
を身近に感じ、日頃の備えを意識するようになった児童が増えたと考えられる。



令和6年度に実施した防災・減災に関する主な取組 （摂津市）被害対象を減少させるための対策

①洪水・内水ハザードマップを兼ねた啓発冊子（水害対応ガイドブック）を作成し、全戸へ配布取組内容

②1つの小学校区をモデルとし、広域避難について考えるワークショップ等を開催し地域版防災マップ及び啓発動画を作成取組内容

安威川ダム供用開始
に伴うHMの更新

ワークショップを開催

①水害時の避難方法を
考える

②防災まちあるきを通
して地域の水害リスク
を知る

③地域に広域避難を広
める方法を考える

洪水・内水とも
水防法に基づくもの



防災とボランティア訓練 （島本町）被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

様式

令和７年１月１９日に町立中学校で開催した
防災とボランティア訓練において、防災指導
員や災害時にトイレの提供を担当する環境課
職員が参加し、マンホールトイレ、段ボール
ベット、メッシュテントの組立体験、展示を行い、
マンホールトイレのしくみなどを住民にパネル
展示と併せて説明した。

マンホールトイレ、段ボールベット、メッシュテントの組立体験、展示取組内容

マンホールトイレ

段ボールベット

メッシュテント

令和6年10
月14日に自
主防災会の
防災訓練に
防災指導員
と危機管理
室職員が参
加し、マン
ホールトイ
レの組立体
験、展示を
行った。



令和６年度に実施した防災気象情報の改善点について 大阪管区気象台被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

様式

線状降水帯に関する情報の改善と気象情報における量的予報の表現の変更について取組内容

１．線状降水帯に関する情報の改善について ２．気象情報における量的予報の表現の変更について


